
• 2019年8月、TICAD7（第7回アフリカ開発会議）開催中に、国連開発計画（UNDP）
シュタイナー総裁（当時）と内閣府 平井特命担当大臣（当時）が、日本の科学・技術・
イノベーションを活用した日本政府とUNDPの協力関係の重要性について意見交換。

• 2020年7月、UNDPと日本企業が協働しながら、日本企業の技術・ノウハウを活用して
SDGsの達成をめざす「Japan SDGs Innovation Challenge」を開始。

• これまでの6年間で、UNDP現地事務所と10の日本企業・団体が連携し、11か国で開発
課題を解決するソリューションを創出（次頁）。

※プロジェクト推進支援と日本側の窓口をJapan Innovation Network（JIN）が担当

Japan SDGs Innovation Challenge 経緯

UNDP シュタイナー総裁（当時）
と平井特命担当大臣（当時）
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Japan SDGs Innovation Challengeの特徴 ①

日本企業とUNDPが共同で、
解決策を検討・検証

✓「ISO 56002：イノベーション・マネジメントシステム」で定義されたイノベーション
プロセスに沿って、プロジェクトを推進

ISO56002 (ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ)で定義されている
イノベーションプロセス

SDGsに関連する、日本企業と
解決したい課題をUNDPが特定

日本企業が自社の技術を活か
したソリューションを開発
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Japan SDGs Innovation Challengeの特徴 ②

✓ プロジェクト終了後のビジネス化をめざして、プロジェクト中に日本企業のビジネス
モデルを検討

Solar Food Dryer value chain defined in the JSIC Cohort 3 
Malaysia project

Business Model Canvas for design of business 
models
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